
r6物価_繰越

Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体支
援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体支
援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令和6
年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）

合計 850,147 837,742 0 3,850 137 397,720 25,878 0 201,957 200,000 8,200 0 12,405

令和5年度住民税均等割非課税世
帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）

1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得世帯支援給付金給付事
業（追加分）【物価高騰対策給
付金】

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 3,850 3,850 0 3,850 0 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　5450世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（5450世帯）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）
※不足額給付は含まない

2 R5_予備
(※)

一体支援 ○ ○ ○
低所得者支援及び定額減税補
足給付金給付事業【物価高騰
対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 423,598 423,598 0 397,720 25,878 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　1086世帯×100千円、令和６年度非課税
化世帯　497世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　293世帯
×100千円、子ども加算　1062人×50千円、定額減税を補足する給付の対象
者　15308人　(347020千円）　　のうちR６計画分
事務費　25878千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1876世帯）、定額減税を補足する給付
の対象者数（15308人）

（デジタル庁）
給付支援サービス
（R5予備費）

3 0 0

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補正）
4 0 0

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5 0 0

事務費
（上乗せ・横出し）

6 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得者支援及び定額減税補
足給付金給付事業【物価高騰
対策給付金】（事務費）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 137 137 137 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費
③事務費　137千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1876世帯）、定額減税を補足する給付
の対象者数（15308人）

令和6年度住民税均等割非課税世
帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 低所得世帯支援給付金給付事
業【物価高騰対策給付金】

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 208,200 208,200 0 200,000 8,200 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　6000世帯×30千円、子ども加算
1000人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　8200千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6000世帯）

（デジタル庁）
給付支援サービス
（R6補正）

8 0 0

令和６年度低所得世帯支援枠等
関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
9 0 0

事務費
（上乗せ・横出し）

10 0 0

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ プレミアム商品券事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

124,430 124,430 124,430 0

①エネルギー・物価高騰等の影響を受ける市民の消費の下支えや消費喚起
による地域経済の振興を図るもの
②市内対象店舗でのキャッシュレス決済時に使用できるプレミアム付きデジ
タル商品券（1口5千円で6千円分、プレミアム率20％）を販売（上限10口/人）
③プレミアム商品券事業関連経費　124,430千円
（ア）委託料　118,920千円
プレミアム原資100,000千円＋運営費用18,700千円＋販促物作成費220千円
（イ）事務費　5,510千円
会計年度任用職員人件費　3,866千円
事業周知関連経費（チラシ印刷、折込等）　1,644千円
④市民他

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 肥料価格高騰対策事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

1,000 1,000 1,000 0

①肥料価格の高騰による農業経営への影響緩和のため、化学肥料の低減
に向けた取組の掛かり増し経費を支援することで、肥料価格の変動を受けに
くい生産体制の確立を図るもの
②化学肥料2割低減に向けた取組(堆肥や国内資源活用肥料の活用)による
掛かり増し経費について、農業者負担分の1/3を支援(補助上限：2,000円
/10a)
③化学肥料低減定着対策事業費補助金
掛かり増し経費
2,000円/10a×5,000a＝1,000千円
④倉吉市農業再生協議会

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 畜産振興対策事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

11,037 11,037 11,037 0

①輸入飼料価格の価格高騰の影響により、経営が悪化することが見込まれ
る畜産農家を支援することで本市の畜産農家の経営継続を図るもの
②飼料価格高騰の影響により発生する農家負担について、国の支援相当額
を差し引いた農業者負担分の1/4を支援
③飼料高騰緊急支援事業費補助金
酪農　8,727千円（9戸）
肉牛・養豚　2,310千円（8戸）
④交付対象者
酪農：大山乳業農業協同組合
肉牛・養豚：鳥取中央農業協同組合

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 経営者福高対策事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

21,957 21,957 21,957 0

①エネルギー・物価高騰等の影響を受ける中小企業・個人事業主等の省エ
ネ対策や賃上げを伴う新たな取り組みを支援することで、市内の雇用・事業
の維持を図るもの
②（ア）経営者福高応援事業費補助金：省エネ機器の購入及び設置に要す
る費用の2/3を支援
（イ）経営者チャレンジアップ支援事業費補助金：賃上げを伴う事業承継、女
性活躍支援等に資する取り組みに要する費用の2/3を支援
③経営者福高対策事業関連経費　21,957千円
○補助金
（ア）経営者福高応援事業費補助金：上限300千円×申請見込50件＝15,000
千円
（イ）経営者チャレンジアップ支援事業費補助金：上限300千円×申請見込10
件＝3,000千円
○事務費　3,957千円
会計年度任用職員人件費　3,866千円
事業周知関連経費（チラシ印刷）　91千円
④市内事業者

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育所運営（物価高騰対策） Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に伴
う子育て世帯支
援

4,350 4,350 4,350 0

①食料品価格の高騰に対し民間保育施設への運営支援を行うことで、施設
及び保護者の経済的負担の軽減を図るもの
②民間保育施設における賄材料の購入の支援
③食料品価格高騰対策関連経費　4,350千円
(ア)保育所運営委託料（物価高騰対策経費の上乗せ部分）　2,016千円（保育
所10施設）
(イ)認定こども園施設型給付費負担金　2,334千円（認定こども園6施設）
※各施設の入所児童数×12ヶ月×単価
＜令和6年度12ヶ月＞
・3歳以上児　副食費支援額500円/人・月　延べ　8,700人
④民間保育施設（保育所、認定こども園）を運営する法人

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
生活困窮者に対する光熱費助
成事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に伴
う低所得世帯支
援

24,000 12,000 12,000 12,000

①物価高騰等の影響を受け生活困窮する世帯に対し光熱費の一部を助成
し、生活困窮者の生活支援を行うもの
②生活困窮者に対し、光熱費を助成
＜対象世帯＞
生活保護、児童扶養手当、特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福
祉手当の受給世帯
③扶助費　（1回目）光熱費助成費　1,200世帯×5千円＝6,000千円
（2回目）光熱費助成費　1,200世帯×10千円＝12,000千円
（3回目）光熱費助成費　1,200世帯×5千円=6,000千円
その他特定財源：光熱費助成費補助金（県支出金）　12,000千円
④生活困窮世帯

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
地域経済変動対策資金利子補
助（物価高騰・為替急変）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

811 406 406 405

①エネルギー・物価高騰・為替相場の急変等の影響を受けた中小企業者等
を支援し、経営の維持・安定を図るもの
②エネルギー・物価高騰・為替相場の急変等の影響を受けた市内事業者の
内、令和7年1月から3月末までに融資申込をし、同期間に実際に発生した利
子に対して、県と協調し支援を実施
③利子補給額　811千円（融資見込額300,000千円、年利1.63％）
その他特定財源：地域経済変動対策資金利子補助金（県支出金）　405千円
④市内事業者

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食食材費高騰対策事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に伴
う子育て世帯支
援

26,777 26,777 26,777 0

①食料品価格の物価高騰の中、学校給食費の保護者負担を増やすことなく
学校給食の質を維持するため、所要の策を講じるもの
②小学生・中学生ともに食料品価格の物価高騰影響額を1食当たり40円と見
込み、賄材料費を増額（物価高騰分（教職員分は除く））
③賄材料費　食料品価格の物価高騰影響額1食当たり40円×延669,415食
≒26,777千円
④地方公共団体、市立小中学校の児童・生徒の保護者
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対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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事

業

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

交付対象事業の名称 経済対策との関係

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画



r6物価_繰越

令和5年度住民税均等割非課税世
帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）

1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得世帯支援給付金給付事
業（追加分）【物価高騰対策給
付金】

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）
※不足額給付は含まない

2 R5_予備
(※)

一体支援 ○ ○ ○
低所得者支援及び定額減税補
足給付金給付事業【物価高騰
対策給付金】

（デジタル庁）
給付支援サービス
（R5予備費）

3

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補正）
4

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5

事務費
（上乗せ・横出し）

6 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得者支援及び定額減税補
足給付金給付事業【物価高騰
対策給付金】（事務費）

令和6年度住民税均等割非課税世
帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 低所得世帯支援給付金給付事
業【物価高騰対策給付金】

（デジタル庁）
給付支援サービス
（R6補正）

8

令和６年度低所得世帯支援枠等
関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
9

事務費
（上乗せ・横出し）

10

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ プレミアム商品券事業

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 肥料価格高騰対策事業

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 畜産振興対策事業

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 経営者福高対策事業

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育所運営（物価高騰対策）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
生活困窮者に対する光熱費助
成事業

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
地域経済変動対策資金利子補
助（物価高騰・為替急変）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食食材費高騰対策事業
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エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

交付対象事業の名称

－ ○ － R6.2 R6.4 対象世帯に対して令和6年2月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い R5補正（地）

－ ○ － R6.2 R6.10 対象世帯に対して令和6年3月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

－ ○ － R6.2 R6.10 対象世帯に対して令和6年3月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い R5補正（地）

－ ○ － R7.2 R7.4以降 対象世帯に対して令和7年2月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調
整のために不測の日数を要し、計画
を再検討した結果、交付対象事業の
完了が令和８年３月下旬となるため

R6補正（地）

－ － － R7.1 R7.4以降
○プレミアム付きデジタル商品
券購入者（総購入口数）
・100,000口

・市HP
・新聞折込
・地域情報誌

対象分野に関連しな
い

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調
整のために不測の日数を要し、計画
を再検討した結果、交付対象事業の
完了が令和８年３月下旬となるため

R6補正（地）

－ － － R7.2 R7.4以降

肥料価格高騰の影響緩和のた
め、化学肥料の低減に向けて
取組む農業者への適切な補助
金交付の実施

○交付件数：100件

・市HP
・JA広報誌
・関係団体（県普及所、JA等）

農林水産・食品分野

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調
整のために不測の日数を要し、計画
を再検討した結果、交付対象事業の
完了が令和８年３月下旬となるため

R6補正（地）

－ － － R6.4 R7.4以降

輸入飼料価格の価格高騰の影
響を受ける畜産農家への適切
な補助金交付の実施

○交付件数：17戸

・市HP
・JA広報誌
・関係団体（県普及所、JA等）

農林水産・食品分野

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調
整のために不測の日数を要し、計画
を再検討した結果、交付対象事業の
完了が令和８年３月下旬となるため

R6補正（地）

－ － － R7.1 R7.4以降

○補助金補助件数及び補助額
・経営者福高応援事業費補助
金
50件、15,000千円
・経営者チャレンジアップ支援事
業費補助金
10件、3,000千円

・市HP
・市報
・会議所だよりへチラシ折込

省エネ家電買い替え
等

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調
整のために不測の日数を要し、計画
を再検討した結果、交付対象事業の
完了が令和８年３月下旬となるため

R6補正（地）

－ － － R6.4 R7.3

○支援対象施設
保育所：10施設
認定こども園：6施設

○支援対象の入所児童
3歳以上児：延べ8,700人

・市HP
・対象事業者へは、プッシュ型で通知

保育所・幼稚園・認
定こども園等 R6補正（地）

－ ○ － R6.4 R7.3
物価高騰等に直面する生活困
窮者世帯を強力に支援
生活困窮者世帯：1,200世帯

・市HP
・対象世帯へは、プッシュ型で通知

対象分野に関連しな
い R6補正（地）

－ － － R7.1 R7.4以降
対象となる利子に対して100％
の支援を実施

・市HP
・金融機関へ通知

対象分野に関連しな
い

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調
整のために不測の日数を要し、計画
を再検討した結果、交付対象事業の
完了が令和８年３月下旬となるため

R6補正（地）

－ － － R6.4 R7.3

食料品価格の物価高騰の中で
あっても、市内小中学校の児
童・生徒分の学校給食費を維持
する
小学生：283円
中学生：322円

・市HP 給食 R6当初（地）

備考2
(事業の終期が令和7年3月を超える
ことが見込まれる場合、その事情)

※可変部分
※この他は変えられません。

備考3
自治体での予算区

分
特定事業者等

支援
個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

※可変部分
※この他は変
えられませ

ん。

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)


